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研究成果の概要（和文）： 

家計の保有資産のばらつきを個人の貯蓄計画の違いによって説明するという仮説を日本のマイ

クロデータを用いて検証した。個人の消費行動を特徴付ける選好パラメーターをコントロール

しても、因果関係の意味において、より長期の貯蓄計画を立てる人は有意に保有資産が大きい

ことが確認された。また、時間割引率の係数は負で有意であり、現在を重視する人ほど資産が

少ないことが明らかとなった。 

 

研究成果の概要（英文）： 

We examined whether differences in saving plan account for the variation in wealth 

accumulation among Japanese households using micro-data. Controlling for preference 

parameters which affect consumption behavior, we found that planning behavior can explain 

the differences in wealth accumulation. We also found that discount rate has a significant 

negative effect on wealth accumulation, which means patient households accumulate more 

wealth than impatient household. 
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１．研究開始当初の背景 

（１）少子高齢化が進む日本では、引退世代

を支える現役世代の負担が大きくなる一方

である。高齢者の引退時点において、その家
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計の資産蓄積が十分かどうかは現役世代の

負担に大きな影響を与える。しかしながら、

既存研究などが示すように、同じ生涯所得で

も、引退時の資産は家計により大きく異なり、

その違いが何によってもたらされるのかを

知ることは重要である。  

 

（２）現役世代の負担を軽減する他の方法と

しては、高齢者の就業を政策的に促進するこ

とが考えられる。高齢者の就業促進は女性の

就業促進と並んで今後の日本の労働力不足

を補うための重要な政策課題でもある。 

 

 

２．研究の目的 

（１）家計の資産蓄積の決定要因を検証する

ことである。特に、家計の資産蓄積が貯蓄計

画についての態度と選好パラメター（時間割

引率、危険回避度、遺産動機、予備的動機）

にどの程度影響を受けるのかについて実証

的に明らかにし、貯蓄計画の重要性を確認す

る。  

 

（２）税制などにより高齢者の労働供給をど

の程度促すことができるのかを知るために、

高齢者の労働供給（労働力参加）の賃金弾力

性を推定することである。高齢者の労働供給

についての研究蓄積は多いが、本研究は既存

研究が検証できていない非労働力化した高

齢者（失業した高齢者ではない）の再就業と

いう問題に焦点を当てた研究を行う。 

 

 

３．研究の方法 

（１）「選好パラメター・金融計画と資産蓄

積の関係についての研究」については、大阪

大学 21 世紀 COE プログラム「アンケート調

査と実験による行動マクロ動学」による『く

らしの好みと満足度についてのアンケート

調査』という同一個人の追跡調査によるパネ

ルデータを用いて、選好パラメター（時間割

引率、危険回避度、遺産動機、予備的動機）

をコントロールした上で金融計画変数が資

産蓄積に対して因果関係の意味において影

響を与えているかについての実証分析を行

う。 

 

（２）「高齢者の労働供給についての研究」

についても、『くらしの好みと満足度につい

てのアンケート調査』を用いて実証分析を行

う。非労働力化している高齢者についての労

働力参加の賃金弾力性を仮想質問により計

測する。 

 

 

４．研究成果 

（１）「選好パラメター・金融計画と資産蓄

積の関係についての研究」について得られた

結果は以下の通りである。 

 

① OLS の推定結果から、個人の消費行動を特

徴付ける選好パラメータをコントロールし

ても、より長期の貯蓄計画を立てる人は有意

に保有資産が大きいことが確認された。 

 

② また、時間割引率の係数は負で有意であ

り、現在を重視する人ほど資産が少ないこと

が明らかとなった。 

 

③ 貯蓄計画の内生性によるバイアスを除去

するため 2SLS による推定を行ったところ、

推定値は OLSの推定値と比べてかなり大きく

なることが確認された。つまり、因果関係の

意味で、貯蓄計画は資産蓄積に大きな影響を

与えることが明らかとなった。 

 

④ さらに、回答者本人が家計における資産

蓄積の意思決定に強く影響を与えると考え

られるサンプルに限定した分析でも貯蓄計

画が資産蓄積に有意に正の影響を与え、貯蓄



計画の重要性が確かめられた。 

 

⑤ これらの結果は、米国の研究結果と整合

的であり、日本においても個人の計画行動の

違いが家計の資産蓄積の差を説明する重要

な要因であることを示している。 

 

（２）「高齢者の労働供給についての研究」

については、非労働力化している高齢者につ

いての労働力参加の賃金弾力性を仮想質問

により計測し、個人ごとに得られる弾力性の

値と各個人の属性との関係を検証中である。 
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